令和６年度 社会福祉施設等整備計画書 記入要領
（ 別紙様式２－１創設等 ）
共通事項関係
１　一般的注意事項
  ・様式中の不動文字は、○で囲むこと。
２　施設名及び法人名
・創設施設及び新設の社会福祉法人の名称については、地域名を冠するなどし、また、道内における既存の社会福祉法人、施設の名称と同一又は類似の名称とならないよう留意すること。
  ・創設施設でその名称が未定の場合は「未定」とし、仮称の場合は名称に（仮）を冠すること。
３　設置主体
  ・設置主体が社会福祉法人等の場合は、主たる事務所の所在地を記入すること。
  ・設置主体名を記入する際の法人の略称は次のとおりとすること。
　　　　・社会福祉法人＝（福）　　・日本赤十字社＝（日赤）　・医療法人＝（医）
　　　　・公益財団法人＝（公財）　・一般財団法人＝（一財）　・公益社団法人＝（公社）

・一般社団法人＝（一社）　・株式会社＝（株）　　　　・ＮＰＯ法人＝（特非）
４　特別法について（老人福祉施設を除く）
  ・該当法律名を略記又は○で囲むこと。
      　・離島振興法 → 離　　　　・過疎地域自立促進特別措置法 → 過
　　　　・山村振興法 → 山　　　　・特別豪雪地域の基準面積加算該当の場合 → 豪
５　指導監査の実施結果について
  ・設置主体が社会福祉法人の場合に直近の運営指導監査の実施状況を記入すること。
  ・格付けについては、監査の結果決定した格付け（Ａ・Ｂ・Ｃ）を記入すること。
  ・文書指摘のある場合については、指導通知の写し及び改善状況報告を添付すること。
６　整備の必要性について
  ・真に必要とする理由を簡潔に記入すること。
７　財源計画について
  ・北海道地域づくり総合交付金については、その旨注記の上、「道費補助金」欄に記入すること。
  ・法人自己資金については、「一般財源」欄に記入すること。
  ・北海道新聞社会福祉振興基金借入金を予定している場合は、「その他」欄に借入先を略記の上、記入すること。
  ・施設所在地市町村の予算措置状況については、設置主体が社会福祉法人の場合における建築費補助、借入金償還に対する債務負担の予算措置状況を記入すること。
  ・欄が不足する場合は、適宜別紙として作成すること。
老人福祉施設・介護医療院関係
１　市町村高齢者保健福祉計画について
  ・総合振興局（振興局）においては、「施設サービス」の項目について、圏域での状況を作成し提出すること。
２　入所者・利用者の把握について
  ・それぞれ該当する項目について、具体的にニーズ調査の方法、手法を記入すること。
      　・入所者 → 特別養護老人ホーム、養護老人ホーム
      　・入居者 → ケアハウス
      　・利用者 → ショートステイ
障がい者(児)福祉施設関係
１　現在の整備状況
  ・整備計画の対象障がい種別の整備状況について記入すること。
２　計画的な整備について
  ・道の障がい福祉計画や市町村障がい福祉計画等との圏域内の調整の状況について記入すること。
３　入所者・利用者の把握について
  ・入所・利用予定者の調査方法について記入すること。
４　他法人との複数経営について
  ・複数法人の運営を行う理事長の場合、その理由及び必要性を記入すること。
児童福祉施設関係
１　「所在地」欄について
　　創設の場合は、移転後の欄にのみ記入すること。

２　「整備区分」「加算整備区分」欄について
　　協議する施設の整備区分を○で囲むこと。

３　「民老等」欄につて
　　民老協議の有無、国庫協議額について記入すること。

４　施設整備区分について
　　該当する項目を○で囲むこと。

５　大規模修繕について
　・見積額を記入し、その内容を記入すること。
　・整備区分が重複する場合は、大規模修繕のみ別葉で作成すること。

６　別紙様式の別紙について
(1) 本様式に記入する施設～助産施設、乳児院、母子生活支援施設、児童厚生施設、児童養護施設、児童心理治療施設、児童自立支援施設、児童家庭支援センター
  (2) 協議施設の職員配置状況、管内の状況等（児童家庭支援センターは記入を要しない）
    ア 「職員配置（各欄）」～次に掲げた施設種別毎の職種を記入し、職員定数、現員、整備後の職　　　員数（現員ベース）を記入すること。また（　）内に非常勤職員数を再掲すること。
   　＜施設種別ごとの職種＞
《母子生活支援施設》施設長、嘱託医、母子指導員、少年指導員、保育士、調理員、その他
《乳児院》施設長､医師､嘱託医､看護師､栄養士､調理員､事務員､保育士､児童指導員､その他
《児童養護施設》施設長､嘱託医､児童指導員及び保育士､職業指導員､栄養士､調理員､その他
《児童自立支援施設》施設長､嘱託医､自立支援専門員及び児童生活支援員､職業指導員､栄養士､調理員､その他
《児童心理治療施設》施設長､医師､心理療法を担当する職員､看護師､児童指導員及び保育士､栄養士､調理員､その他
※ 上記に掲げていない施設については、記入を要しない。
  　イ 「児童の状況（各欄）」～協議施設に係る児童の状況及び今後の見込について記入すること。
なお、見込の推計方法等を合わせて記入すること。（母子生活支援施設については、適宜児童

を世帯と読み替えて記入すること。また、入所施設以外は記入を要しない。）
(3) 最低基準適合状況等～児童福祉法第45条の規定に基づく最低基準等が設けられている施設のみ記入すること。なお、児童厚生施設、児童家庭支援センターを整備する場合は、相談室のみ記入すること。
    ア　「適合状況」～協議施設について、様式に掲げた区画の延べ面積を記入し、最低基準が設られている区画については、「適・否」を記入すること。また、その適合状況を確認した方法を簡潔に記入すること。

（例）［居室総面積÷○名（入所者数）＝○○㎡＞最低基準面積］

［１室定員○人以下］［男女区別有り］など
  　イ 「補足欄」～当該欄に掲げた区画を整備する場合における事業の実施体制等について記入すること。児童養護施設を整備する場合は、全居室に対する個室の割合を記入すること。
放課後児童クラブ関係・病児保育施設関係
○　市町村行動計画等について

・市町村全体と当該施設整備を計画している設置地域の状況を記入するほか、他の社会福祉施設等の状況についても同様とすること。

・当該事業が、市町村が子ども・子育て支援法第６１条の規定に基づき策定した市町村子ども・子育て支援事業計画における放課後児童健全育成事業又は病児保育事業に関する内容及び次世代育成支援対策推進法に基づく市町村行動計画、市町村総合計画、放課後子どもプラン等に搭載されている場合は、「今後の計画」及び「設置目標」欄にその計画内容を記載すること。
  ・「今後の計画」については、「創設」欄に記入すること。
令和５年度 社会福祉施設等整備計画書 記入要領
（ 別紙様式２－２改築 ）

１　一般的注意事項
  ・様式中の不動文字は、○で囲むこと。

２　設置主体
  ・設置主体が社会福祉法人等の場合は、主たる事務所の所在地を記入すること。
  ・設置主体名を記入する際の法人の略称は次のとおりとすること。
　　　　・社会福祉法人＝（福）　　・日本赤十字社＝（日赤）

　　　　・財団法人＝（財）　　　　・社団法人＝（社）　　　　　・株式会社＝（株）
３　特別法について（老人福祉施設を除く）
  ・該当法律名を略記すること。
      　・離島振興法 → 離　　　　・過疎地域自立促進特別措置法 → 過

　　　　・山村振興法 → 山　　　　・特別豪雪地域の基準面積加算該当の場合 → 豪
４　指導監査の実施結果について
  ・設置主体が社会福祉法人の場合に直近の運営指導監査の実施状況を記入すること。
  ・格付けについては、監査の結果決定した格付け（Ａ・Ｂ・Ｃ）を記入すること。
  ・文書指摘のある場合については、指導通知の写し及び改善状況報告を添付すること。
５　整備経過について
  ・現有施設の整備経緯を記入すること。
　・整備内容は、整備箇所及び内容を記入すること。
　
６　老朽度指数について
  ・一部増築等の整備の棟のある等場合は、各々その老朽度等を記入すること。
７　改築整備の必要性等について
・耐用年数については、平成20年７月11日厚生労働省告示第384号「補助事業等により取得し､又は効用の増加した財産の処分制限期間」及び昭和40年３月31日大蔵省令第15号「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に基づき記入すること。
　・関係行政機関から改善指導がある場合は、当該指導文書の写しを添付すること。
８　用地確保状況について
　・該当する項目に○で囲むか記入すること。
９　財源計画について
  ・施設所在地市町村の予算措置状況については､設置主体が社会福祉法人の場合における建築費補助､　　借入金償還に対する債務負担の予算措置状況を記入すること。
10　欄が不足する場合は、適宜別紙として作成すること。
令和５年度 社会福祉施設等整備計画書 記入要領
（ 別紙様式２－３修繕 ）
１　一般的注意事項
  ・様式中の不動文字は、○で囲むこと。
２　設置主体
  ・設置主体が社会福祉法人等の場合は、主たる事務所の所在地を記入すること。
３　特別法について
  ・該当法律名を略記すること。
      　・離島振興法 → 離　　　　・過疎地域自立促進特別措置法 → 過

　　　　・山村振興法 → 山　　　　・特別豪雪地域の基準面積加算該当の場合 → 豪
４　指導監査の実施結果について
  ・設置主体が社会福祉法人の場合に直近の運営指導監査の実施状況を記入すること。
  ・格付けについては、監査の結果決定した格付け（Ａ・Ｂ・Ｃ）を記入すること。
  ・文書指摘のある場合については、指導通知の写し及び改善状況報告を添付すること。
５　整備経過について
  ・現有施設の整備経緯を記入すること。
　・整備内容は、整備箇所及び内容を記入すること。
　
６　修繕箇所の状況について
  ・修繕整備内容は、給湯ボイラー取替工事、給湯管改修工事、暖房ボイラー取替工事等の名称を記入　　すること。
　・補助対象事業費については、共通経費についても事業費按分等の方法に加算した額で各々の工事内　　別に計上すること。
　・優先順位については、修繕箇所毎の緊急性等を考慮し事業者が順位付けを行うこと。また、保健福　　祉事務所においては、その順位の妥当性について十分審査し必要な調整を図るものとすること。
  ・耐用年数については､平成20年７月11日厚生労働省告示第384号「補助事業等により取得し､又は効用の増加した財産の処分制限期間」及び昭和40年３月31日大蔵省令第15号「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」に基づき記入すること。
　・関係行政機関から改善指導がある場合は、当該指導文書の写しを添付すること。
７　財源計画について
  ・施設所在地市町村の予算措置状況については､設置主体が社会福祉法人の場合における建築費補助､　　借入金償還に対する債務負担の予算措置状況を記入すること。
８　民間業者の意見書について
　・修繕整備の必要性及び緊急性についての客観的な所見が記載された民間業者等の意見書を添付すること。
９　欄が不足する場合は、適宜別紙として作成すること。
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